
株式会社 脱炭素化支援機構の活用による民間投資の促進

○再エネ・蓄エネ・省エネ、資源の有効利用等、
脱炭素社会の実現に資する幅広い事業領域を対象。

○出資、メザニンファイナンス（劣後ローン等）、
債務保証等を実施。

組織の概要
【出資金】217億円
○民間株主（85社、108.5億円）：
・金融機関：日本政策投資銀行、３メガ銀、
地方銀行など58機関

・事業会社：エネルギー、鉄鋼、化学など27社

○国（財政投融資等、設立時108.5億円）
・R5：最大600億円（産業投資と政府保証の合計）
・R6要求額：最大600億円（産業投資と政府保証の合計）
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【エネ起CO2削減以外】
資源循環

（廃棄物焼却CO2削減）
森林吸収源対策

【エネルギー起源CO2削減】
再エネ・省エネ設備
再エネ・省エネ設備とその他の設備
を一体で導入する事業
普及拡大段階の大規模事業
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脱炭素に資する多様な事業への投融資（リスクマネー供給）を行う官民ファンド
「株式会社 脱炭素化支援機構」設立

（地球温暖化対策推進法に基づき2022年10月28日に設立）

支援対象・資金供給手法

（想定事業イメージ例）
・地域共生・裨益型の再生可能エネルギー開発
・火力発電のバイオマス・アンモニア等の混焼

・プラスチックリサイクル等の資源循環
・森林保全と木材・エネルギー利用 等

脱炭素に必要な資金の流れを太く・早くし、地方創生や人材育成など価値創造に貢献
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株式会社脱炭素化支援機構（JICN）支援決定 公表済案件一覧

支援公表日出資形態支援形態概要名称

3月24日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

従来型の大規模上下水道施設に代わる小規模分散
型水循環システムの開発、製造、販売。WOTA（株）

3月24日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

事業者の脱炭素対策の策定を支援するGHG排出量
の算定・可視化のシステムを開発、提供。（株）ゼロボード

3月31日劣後ローン地域プロジェクト(SPC)支
援

地元の食品廃棄物を活用したメタン発酵処理及びそ
のバイオガスを用いた発電事業を実施。（株）コベック

５月９日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

電子回路基板の製法として、金属をナノインク化して
必要な部分のみに直接印刷する独自技術を開発、
販売。

エレファンテック（株）

６月16日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

日本の農業技術（種苗・ハウス栽培・受粉等）を活
用し、米国ニューヨーク近郊の垂直型植物工場にてイ
チゴを生産・販売する事業を展開。

Oishii Farm
Corporation

7月3日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

再エネを普及するための蓄電池、ソフトウェア、電力供
給をワンストップで提供。ＥＶチャージャーステーション
の普及・拡大。

（株）パワーエックス

7月14日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

電力ネットワークにおいて大容量かつ短時間での応答
が可能なパワー型蓄電池システムの製造・販売、O＆
M、分散型バックアップサービスの提供。

エクセルギー・パワー・シ
ステムズ㈱

①8月4日
②10月31日劣後ローンプロジェクトファイナンス

耕作放棄地等を活用したNon-FIT太陽光発電所の
開発～運営、非FIT太陽光卸供給事業、オフサイト
PPA、再エネ調達コンサル業などを手がける。
SPC①：複数需要家向け発電事業
SPC②：特定需要家向け発電事業

㈱クリーンエナジーコネ
クト

8月31日優先株コーポレート
（スタートアップ支援）

環境負荷の小さい有機農業に取り組む生産者と提携
し、農産物の宅配・販売事業を展開。東南アジアの
山間地域における高品質コーヒーの栽培。

（株）坂ノ途中
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